下水道管更生工事業者の登録申請について
石川県白山市　　
白山市が発注する下水道管更生工事について、工事請負を希望する者は、下記の要領により申請してください。
１　登録資格・要件
（１）白山市競争入札参加資格（土木一式工事）に登録されている工事業者のうち、石川県内に本社又は委任先営業所を有する者。
（２）登録申請する管更生工法の協会等が実施する研修又は講習会を過去に１回以上受講し、且つ、次の要件を満たす技術者を配置できる者。
①申請業者の雇用する「１級土木施工管理技士」、「２級土木施工管理技士」の資格を有する者を主任技術者若しくは監理技術者として配置できること。
②「下水道管路管理総合技士」、「下水道管路管理主任技士」、「下水道管路管理専門技士（修繕・改築）」又はこれに相当する資格を有する者を専門技術者として配置できること。（ただし、①の技術者が②の資格を有する場合は専門技術者の配置は不要。下請業者でも可。）
（３）登録申請する管更生工法（日本下水道事業団又は（財）下水道新技術推進機構による技術審査・証明を得ている工法に限る）による施工実績を有すること若しくは、施工実績を有する者を下請させることができること。
（４）申請業者の責任において、登録申請する工法で使用する更生機械を保有又は調達できること。
２　申請受付期間（※郵送又は持参）
令和５年４月１０日（月）から令和５年４月２８日（金）まで
※受付期間終了後は、令和５年６月から令和６年１１月末まで随時受付とする。
３　登録有効期間（※ＨＰ上に掲載される業者リストにて登録確認を行うこと。）
令和５・６年度入札参加資格有効期間と同じ
（令和５年６月１日から令和７年５月３１日まで）
４　提出書類（※書面による申請のみ）
（１）下水道管渠更生工事指定業者登録申請書（第１号様式）
（２）更生機械等保有・調達調書（第２号様式）
（３）工事業者の施工実績届出書（第３号様式）
（４）技術職員名簿（第４号様式）
（５）経営事項審査結果通知書の写し（審査基準日：R3.10.1～R4.9.30のもの）
※下請を使用する場合は、下請の結果通知書の写しも添付すること。

第１号様式
下水道管更生工事業者登録申請書
　（宛先）白　山　市　長
令和　　年　　月　　日　
申請者
所在地
商号又は名称
代表者氏名  　　　　　　　　　　　　　　印
電話番号
下水道管更生工事（　　　　　　　　　　　　工法）を施工する業者として登録を
希望しますので関係書類を添えて申請します。
※記載する工法は、日本下水道事業団又は（財）下水道新技術推進機構の技術審査
証明済みであること。
第２号様式
更 生 機 械 等 保 有 ・ 調 達 調 書
	保
有
機
械
	機 械 器 具 名
	形 式 等
	能  力  等
	台 数

	
	
	
	
	

	調
達
機
械
	
	
	
	

	
	証　　　　明　　　　書　　　　等

	
	


（注）１．更生機械等は、登録申請する管更生工法において使用する機械について作成してください。
　　　２．自社で機械を所有していないものについては、証明書欄に借入先名と証明印を押印してください。

第３号様式
工　事　業　者　の　施　工　実　績　届　出　書
	元請
下請
	発注機関名又は元請業者名
	工　事　名
	工事場所
	元請又は下請契約金額
	工期
	工法名
	管径及び延長

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


（注）１．施工実績は、過去１０年間において完成・引き渡された管更生工事を１件以上記入してください。施行実績が無く、更生作業を下請させる場合は、下請業者の施工実績を記入してください。
　　　　　２．施工場所は、県内・県外を問いません。また発注機関は、公共団体等又は民間を問いません。
　　　　　３．登録申請する管更生工法により施工したことを証明できる書類（工事カルテ、契約書、設計書、下請負届、施工計画書等）の写しを添付してください。

第４号様式
技　術　職　員　名　簿
	氏　　名
	生年月日
	資　格　等
	備　　考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


· 管更生工事に携わるすべての職員を記入してください。
· 資格等の欄には、職員の持つ資格（土木施工管理技士、下水道管路管理技士等）を記入し、それを証明できる資料及び各工法協会等が実施した研修又は講習会の修了書等の写しを添付してください。
